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Ｎｏ． 氏　名 団　体　名　 団体役職 会社・役職 備 　　考

1 宮脇  雅俊
長崎商工会議所

(一社)長崎県観光連盟

会頭

会長
㈱十八銀行 取締役会長

2 市川  雅夫
長崎商工会議所

観光消費拡大委員会
委員 アイティーアイ㈱ 代表取締役会長

3 伊達  昌宏
長崎商工会議所

観光消費拡大委員会
委員 やまさ海運㈱ 代表取締役社長

4 福田  公成
長崎商工会議所

副会頭代理
代理 ㈱メモリード　専務取締役

5 松永　安市　 長崎商工会議所 専務理事

6 坂井　俊之 長崎経済同友会 代表幹事 協和機電工業㈱ 代表取締役会長

7 平松　喜一朗 長崎経済同友会 副代表幹事 松藤グループ（㈱エムエスケイ）顧問

8 山田　晃
長崎経済同友会

交流の産業化委員会
委員長 山電㈱　代表取締役

9 小田　博之
長崎経済同友会

交流の産業化委員会
副委員長 全日本空輸㈱　長崎支店長

10 木戸　郁穂
長崎経済同友会

交流の産業化委員会
副委員長 住友商事九州㈱　取締役長崎支店長

11 鈴木　茂之
長崎経済同友会

交流の産業化委員会
副委員長 ㈱鈴木商店　代表取締役社長

12 阿倉　宏隆
長崎経済同友会

交流の産業化委員会
委員

ANAクラウンプラザホテル長崎グラバーヒル

常務取締役総支配人

13 瀬戸　正志
長崎経済同友会

交流の産業化委員会
委員代理 ㈱ＪＴＢ九州　長崎支店

14 小川　洋
長崎経済同友会

総務委員会
委員長 ㈱長崎経済研究所　代表取締役社長

15 松川　久和 長崎県文化観光国際部 部長

16 土井口　章博 長崎県文化観光国際部 国際観光振興室長

17 浦　真樹 長崎県文化観光国際部 観光振興課長

18 小俵　健嗣
長崎市文化観光部 観光推進課

国内誘致係
主事

19 村田　嘉弘 長崎大学
副学長

（情報担当）

20 木須　照章 (一社)長崎県観光連盟 課長代理

21 外園　秀光
(一社)長崎国際観光コンベンショ

ン協会
事務局長

22 竹中　梓
(一社)長崎国際観光コンベンショ

ン協会
MICE振興部長

23 加藤　純 長崎都市経営戦略推進会議 事務局長

24 平山 浩司 長崎商工会議所 業務課係長 事務局

25 三縄　周治 長崎経済同友会 事務局長 事務局

26 荒木　義文 長崎経済同友会 事務局次長 事務局

27 島田　智之 沖縄ツーリスト㈱ 福岡支店 添乗員

長崎経済同友会 / 長崎商工会議所合同

沖縄視察参加者

平成２９年６月２０日（火）～２１日（水）

順不同・敬称略
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Ｎｏ． 氏　名 団　体　名　 団体役職 会社・役職 備 　　考

1 石嶺　伝一郎 那覇商工会議所 会頭 沖縄電力㈱　代表取締役会長 イシミネ　デンイチロウ

2 玉城　徹也 那覇商工会議所 副会頭 ㈱國場組　代表取締役社長 タマキ　テツヤ

3 福治　嗣夫 那覇商工会議所 専務理事 フクジ　ツグオ

4 大嶺　滿 沖縄経済同友会 代表幹事 沖縄電力㈱　代表取締役社長 オオミネ　ミツル

5 渕辺　美紀 沖縄経済同友会 副代表幹事 ㈱ビジネスランド　代表取締役社長 フチベ　ミキ

6 平良　健 沖縄経済同友会 副代表幹事代理
沖縄ツーリスト㈱代表取締役社長

（東副代表幹事の代理）
タイラ　ツヨシ

7 譜久山　健
(一財)沖縄観光コンベンション

ビューロー

常務理事兼

事務局長
フクヤマ　ケン

8 島袋　芳敬 ㈱沖縄県物産公社 代表取締役社長 シマブクロ　ヨシノリ

9 大宿　永尚
㈱沖縄県物産公社

イベント推進課
課長 オオヤド　エイショウ

※　沖縄県は議会対応のため不参加

懇親会参加者（沖縄経済界）

順不同・敬称略
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視察目的 
 

 

   観光客の増加の勢いが続き、観光が非常に好調な沖縄を訪問し、沖縄県 

 

や沖縄観光コンベンションビューロー等の観光に向けた取り組みをお伺い 

 

し、インバウンドを含めた観光産業による地域振興策の研究並びに長崎市 

 

が進めるＤＭＯの体制推進の参考とする。 
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１．沖縄観光推進ロードマップについて ～沖縄観光の現状と施策～ 
  沖縄県文化観光スポーツ部 

   観光政策統括官  渡久地 一浩 氏 

   観光政策課 課長  前原 正人 氏 

   観光政策課 班長  仲里 和之 氏 

   観光政策課 主査  渡久地 政樹 氏 

 

沖縄観光の現状と課題 

 ■入域観光客数と観光収入の推移 

  昭和４７年度の入域観光客数５６万人、観光 

収入３２４億円から、その後右肩上がりで、米 

国同時多発テロや東日本大震災の影響により 

減少した年度があったものの、平成２８年度で 

は入域観光客数８７７万人を記録し、観光収入 

は平成２７年度６，０２２億円で過去最高とな 

っている。 

 ■国内観光客と海外観光客の割合（平成２８年度実績） 

  観光客数８７７万人のうち、国内観光客６６４万人（75.7％）、海外観光客２１３万人（24.3％）。 

海外観光客の内訳では、台湾 65.2万人、韓国 45.2万人、中国本土 43.5万人と続く。昨年は 

タイからの直行便が就航してタイからの観光客も１万人を超えている。 

■国内観光客の推移（H25年度～H28年度） 

  H25年度：595.3万人  H26年度：618.4万人  H27年度：626.6万人 

  H28年度：6６4万人 

（東京方面 326.8万人、関西方面 137.3万人、中部方面 54.8万人、九州方面 82.1万人） 

■海外観光客の推移（H24年度～H28年度） 

H24年度：38万人    H25年度：63万人   H26年度：99万人 

H27年度：167万人    H28年度：213万人（空路：143万人、海路：70万人） 

 ■那覇空港週間就航便数（国際線） 

  Ｈ29年 4月末：１９２便（平成２５年７８便の２．５倍） 

  国際線ターミナルが平成２６年に新しくなり、それ以降は急激に伸ばしている。 

 ■クルーズ船寄港（H29年見込） 

  平成２８年：３８７回    平成２９年見込み 502回 

   平成２８年の内訳は、那覇港が１９３回、石垣港が９５回、平良港が８６回で、主にこの３ 

  つの港で寄港数が増えている。那覇港では貨物バースにも寄港させている状況で、今後は石垣 

港や平良港への入港分散化を促進していく予定。 

 ■月別観光客数（H28年度） 

 ７月（805千人）、８月（927千人）、9月（793千人）がピーク。冬場と春先がボトム期で、 

沖縄の観光は閑散の平準化が大きな課題。ただ、月毎の推移をみていくと、４年連続で過去最高 

を記録していて着実にボトムアップされている。 

 ■平均滞在日数（H27年度） 

 外国空路客 4.85日、国内客 3.8９日、外国海路客 1.00日、平均３．８５日。 
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■一人当たりの観光消費額（H27年度） 

  外国客（空路）107,302円  国内客 74,083円  外国客（海路）25,973円 

  平均７５，８８１円 

   全体的には緩やかに伸びており、中国大陸のお客様の客単価が高くなっている。 

 

 沖縄観光推進ロードマップについて 

■沖縄県の観光振興に関する計画の位置づけ 

「沖縄２１世紀ビジョン基本計画」 

→沖縄振興特別措置法に基づき策定 

「第５次沖縄県観光振興基本計画」 

→沖縄県観光振興条例に基づき策定 

  （いずれも計画期間は、平成２４年度 

から平成３３年度の１０年間） 

「沖縄観光推進ロードマップ」 

（平成 27年度から平成 33年度までの 

７年間） 

→基本計画で定められた目標達成に関す 

る取り組みについて、関係機関が連携し 

て推進していく実施計画。  

「沖縄２１世紀ビジョン基本計画」の中間見直 

 しに併せて、「第５次沖縄県観光振興基本計画」の見直しを行っている。ポイントは以下のとおり。 

・最近のインバウンドの増加を踏まえ、観光収入、観光客数等の目標値の上方修正 

   →観光収入を１兆円から 1.1兆円。観光客数を 1,000万人から 1,200万人。 

  ・計画策定後（H24年度）の沖縄観光を取り巻く環境の変化への対応 

     →那覇空港第２滑走路の整備、大型ＭＩＣＥ施設の整備等 

■「沖縄観光戦略実行会議」 

「沖縄観光推進ロードマップ」の実行部隊で 

平成２８年度から設置。この中で関係機関が 

各々の取り組み状況を確認し、課題や進捗の 

共有を図っている。年２回ほど会議を開催し、 

併せて、県民や県内事業者に周知を図るため、 

セミナーやシンポジウムを開催している。 

  実行会議は、国の関係機関、沖縄県等の 

１３の委員で構成される。実行会議の中に民 

間はいないが、同会議の配下にあるテーマ毎 

に幹事を設けており、そこに民間が加わって 

いる。 

（実行会議の前は、沖縄観光推進戦略会議と 

呼んでいた。戦略会議は沖縄県、国の関係 

機関、民間団体（モノレール、バス、タク 

シー、旅行業界、航空会社、観光協会など）等、２７名程度の委員で構成されていた。） 

■「沖縄観光推進ロードマップ」の進捗 

  ①沖縄観光は現在、非常に好調に推移。観光客数 1,200万人の達成の期待が高まる。 

  ②一方、受入態勢の対応の遅れが懸念される。 

 ➂第５次沖縄県観光振興基本計画における観光収入 1.1兆円等の目標達成のため、関係機関が 

  連携し、各種施策に取り組む。 



8 

 

■「沖縄観光推進ロードマップ」の主な検討事項 

  ①発地（国内、海外）における市場動向を踏まえ、誘客戦略を確立 

 ②受入態勢の課題を洗い出し、対応策の検討 

  ➂目標達成に向けて、既存・新規の施策の再整理及び最適化等    

■「沖縄観光推進ロードマップ」の主な施策の実施方針 

   目標項目は、①需要の獲得（誘客）、②航空座席数の増加、③宿泊供給量の増加、④持続可能 

  な観光リゾート地の形成に必要な施策である。平成２８年度以降の客数は小幅増と見込み、受 

け入れ体制重視への政策にシフトしていく。平成３２年度は第２滑走路が供用開始するので、 

次の中長期計画を検討する予定。 

 

第５次沖縄県観光振興基本計画の見直し 

■沖縄観光の全般的な課題 

①年間を通した入域観光客数の平準化・滞在日数の延伸 

  ②観光客一人あたり消費額の増加 

➂人材の育成、確保 

  ④ハード・ソフト両面の受入基盤の計画的な整備 

  ⑤航空路線、クルーズ路線等の安定確保及び拡大 

■第５次沖縄県観光振興基本計画の目標値の達成状況 

  観光客数全体は順調であるが、「一人当たりの県内消費額」、「平均滞在日数」については、目標 

達成に向けて更なる取り組みが必要な状況。沖縄観光を発展させる新たな取り組みや環境の変化 

などを観光施策へ反映させるため、「第５次沖縄県観光振興基本計画」を平成２９年３月に改定。 

 

沖縄県の主な施策 

■「那覇空港の国内線・国際線ターミナルの連結」（平成 31年 1月全面供用開始予定） 

  国内線ビルと国際線ビル間を１７０メートルの連結ターミナルで繋ぐもので、商業エリアは現 

在の１．３倍になる。また、第２滑走路増設に向けて空港機能を拡充していく。 

■「大型ＭＩＣＥ施設の整備」 

（平成３２年９月供用開始目標） 

  ・ミーティング、インセンティブ、トラベル 

（5,000～10,000人規模） 

  ・コンベンション、イベント 

（最大 30,000人規模） 

■「MICEの戦略的展開による新産業の創出」 

ＭＩＣＥは観光との関わりが強いが、知的交流 

を通じた地域産業の振興と都市ブランド力の強化 

に寄与する。このため、ＭＩＣＥ活用による各産 

業の成長発展とＭＩＣＥ産業の創出を目指し、 

産学官で構成する新たなＭＩＣＥ推進組織を設立 

予定（平成２９年夏ごろ） 

■「海外誘客施策」（平成 29年度の基本戦略） 

  重点市場（台湾・香港・韓国・中国） 

   →①定期便の安定化、②直行便の実現（離島への就航促進）、③旅行市場への直接的なＰＲ、 

④リブランディングと旅客ハブ形成 

  戦略開拓市場（タイ・シンガポールなど） 

   →①直行便の実現、②トランジット商品造成、③旅行業界での認知度向上、④旅行市場への 
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直接的なＰＲ  

  新規開拓市場（欧州、北米、豪州、ロシア） 

   →①市場の把握及びネットワーク構築、②トランジット商品造成、③旅行業界での認知度向 

上、④旅行市場への直接的なＰＲ  

  潜在市場（インド、中東） 

   →①市場の把握及びネットワーク構築 

■「国内誘客の取組」（シーズンプロモーションの継続） 

 ・旬香周島（しゅんかしゅうとう）おきなわキャンペ 

ーン 

 ・カップルアニバーサリーツーリズム拡大事業 

■「クルーズ船プロモーション事業」 

  入域観光客数および観光収入の増加に向け、①誘致 

活動、②セールスプロモーション、③寄港支援、④ 

受入態勢強化を行う。  

■「観光人材育成プラットフォーム構築事業」 

 県内観光関連企業・団体が対象 

 １．企業向け研修 

 (1)講師派遣型研修の支援→研修に係る費用（講師 

謝金・交通費）の一部を助成 

  (2)集合型研修の実施 

 ２．語学人材等確保の支援 

  (1)県外・海外就職相談会への出展費用、渡航費用の一部を助成 

  (2)外国人県就労希望者と観光関連企業・団体とのマッチング支援 

■「受入インフラ整備支援事業」 

【助成対象】外国人観光客を受け入れる県内民間施設 

（翻訳支援）翻訳が必要なコンテンツ（パンフ、メニュー、ＨＰ等）を作成する場合、翻訳費用の 

一部を助成 

（免税システム導入支援）消費税免税に必要な書類作成等のシステム導入に係る経費の一部を助成  

 

質疑応答 

Ｑ：実行部隊はどのようなメンバーでやられているのか。インフラ関連、制度設計は県でやられると思 

うが、どれ位の人数か。誘客・誘致は県の方が海外に行ってやられているのか、あるいはコンベンシ 

ョンビューローと組んでいるのか。具体的に誰がどのようにやられているのか。 

Ａ：ロードマップに記載してあることは、基本的には観光の部局だけにとどまらない。観光部局だけで 

誘客・受入をやっても限界があるので、空港・港湾・道路といった様々な観光インフラ、２次交通（バ 

ス、タクシー、レンタカー）等の様々な事業者との調整が出てくる。ロードマップを作ったときに、 

２７団体による沖縄観光推進戦略会議を作った。その中には、県や国の観光部局だけではなくて、２ 

次交通対策を担当する企画部や道路港湾を整備する土木部について、県および国も加わった。 

さらに民間や市町村の観光協会やそれを統括するコンベンションビューロー、旅行会社の組合、ホ 

テルの組合、いろんなプレイヤーの方々に集まってもらって、まずはこのロードマップを作成しても 

らった。実際にその翌年からロードマップの運用が始まっていくのだが、その際に全員を集めるのは 

非常に煩雑になるので、推進幹事というものを作った。例えば、交通に関するものであれば、県の担 

当の企画部に事業者等を集めてもらって、共有しているロードマップの方向性のもと、どういう施策 

を打っていくのかという話し合いをやってもらった。港湾や空港も一緒だ。  

  今ある沖縄観光戦略実行会議は、むしろ各々の立場で観光振興に対する取り組みをしていただいた 

ものについてロードマップの進捗管理を確認するための会議である。観光の誘客や受け入れ等の本来 

の観光部門がやるものについては、県で予算措置をして観光コンベンションビューローが実施部隊に 
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なっている。その企画については、県が担当している。 

  従来から、港湾や空港は土木部の仕事であるが、一番大切だったのは県の一番重要な産業が観光で 

あることを認識してもらって、観光の目標である観光収入１兆円・入域観光客数１千万人を平成３３ 

年度までに達成するためには、どういうことをしないといけないのか、というスケジュール感が大切 

だ。例えば、第２滑走路はそれに間に合うように作ってもらうとか、クルーズ客が増加しているので 

ターミナルやバースの整備等についても、それを考慮してもらってスケジューリングしてもらうとか、 

そういった目標を共有して各々の仕事としてやっていただくというのがロードマップの一番の基本だ。 

当然、第２滑走路やクルーズのバース整備については、国も関わってくる。 

  

Ｑ：沖縄の観光戦略は、土木など全て入っており大変 

素晴らしい。１２ページのロードマップで県が受託 

企業に委託して、実行会議開催やセミナーシンポジ 

ウムとあるが、ここを説明してもらいたい。 

Ａ：年２回実行会議を開催し、年６回セミナーシンポ 

ジウムを開催する。そこの運営を委託しているとい 

うことであり、政策の中身は実行会議の中で議論し 

ている。  

Ｑ：１兆円の目標設定について、今回の資料には無い 

が以前拝見した資料には、県民所得と連動して、平 

成２３年の県民所得が２００万円ちょっとで、１兆 

円を達成できれば平成３３年には２７０万円になる 

と書かれていたと思う。そもそも設定されている１ 

兆円の考え方だが、県民所得の２７０万円を目標に 

するから１兆円にされたのか、１兆円を設定したことによって結果として２７０万円になるよ、とし 

たのか？ 要は、観光そのものよりも地域経済の振興だと思っている。地域経済振興の結果、県民所 

得が上がっていくのが長崎の最大の課題であると思っている。その辺をどのように考えて目標値を設 

定されたのか？ 

Ａ：言われた後者の方が現状に近い。県民所得の目標から１兆円を出したのではなくて、１兆円・１千 

万人をスローガンとして頑張って、その結果として県民所得を引き上げていく形だ。このスローガン 

は、当時の知事の公約にもしていた。それが先にあって、施策が後についてきた格好だ。  

Ｑ：これだけの推進体制を同じ目標・目的を共有して進めていくのは、私も担当部長として非常に難し

いと実感している。各々の部局が各々の目的を持って突き進んでいる中にあって、なかなか観光とい 

うものを一つの共通目的に共有できていない実態が 

まだある。このレベルまで持っていくまでに、どのよ 

うな努力をされたのか。私も観光推進体制を全部局の 

各々の仕事として、観光産業が本県にとっての重要産 

業だという認識に持っていくために一生懸命取り組ん 

でいるのだが、ご助言頂ければ有難い。  

Ａ：いつ頃からかは明確に言えないが、沖縄県では観光 

を一番のリーディング産業と位置付けている。経済振 

興のキーになるのは観光だというところがある。米国 

のテロ事件があったときに、沖縄には米軍基地がある 

ということで、沖縄の観光がかなりダメージを受けた。 

このときに、沖縄県はかなりテコ入れをしたし、全国 

の皆様からもかなりの応援をいただいた。これが１つ 

の契機となり、我々観光サイドのみならず沖縄県民が 

「観光は沖縄にとって大切なんだ」と認識しているこ 

とこそが重要だと思っている。ただ一方で、県民所得 

との兼ね合いがどうかというと、県民所得に締める観光 
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所得の割合を示せないのが現状だ。この辺は、長崎県にお聞きしたいところだ。 

ご存知のように、県民所得を出すための項目に観光部門が明確に位置付けられていないからだ。観 

光収入はアンケート調査で出して、それと対比して県民総生産と比べるが、県民総生産に締めるとい 

う言い方はできない。復帰当初は基地から発生する収入が県民所得に占める割合が高かったが、今で 

は逆転している。 

Ｑ：小学校、中学校での教育はどうしているか？ 

Ａ：観光教育については、コンベンションビューローさんと沖縄観光教本という本を作り、毎年すべて 

の４年生に配っている。これを踏まえて、出前講座等を行っている。  

Ｑ：長崎もクルーズ船の寄港が多く観光に与える効果 

が高いと言われているが、一部はあまり経済効果が 

無いといわれている。沖縄のデータでも 1/4しか 

ない中、クルーズ船を呼び込もうとされている。 

長崎ではクルーズ船が来てもうるさいだけだという 

人もいる。今後のクルーズ船への取り組みは？   

Ａ：クルーズは１日あたりで見た場合、非常に効率が 

良いと言える。４日で７５千円と１日で２５千円と 

いう状況なので、クルーズはあながち経済効果が低 

いとはいえない。あとはイメージの問題だ。国際リ 

ゾート地というからには、クルーズ船が寄港してい 

る状況というのは、非常にイメージが良い。 

もう少し停泊時間を長くしてもらう工夫ができれば、 

さらに経済効果は増すと考えている。 

Ｑ：調査した金額には、クルーズ船自体の食料や燃料は含まれているのか？ 

Ａ：我々の調査には含んでいない。  

Ｑ：長崎もＭＩＣＥのプランニングをやっているが、沖縄では大型コンベンションの計画がある。すで 

に沖縄コンベンションセンターがあり、それをＭＩＣＥ機能として活用されていると思うが、ずばり 

効果はあるか？   

Ａ：決して効果は低くないと思っている。指定管理者はコンベンションビューローだが、経営に行き詰 

ったということは無い。採算も順調に推移している。  
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２．沖縄観光教育と沖縄観光コンベンションビューロー（OCVB）の取り組みについて 
一般財団法人 沖縄観光コンベンションビューロー 

   事務局次長  市原 秀彦 氏 

受入推進課長 米谷 保彦 氏  
 

観光学習について 

「めんそ～れ～沖縄 観光学習教材」 

■目的 

  子どもたちに観光の視点から沖縄の歴史・文化、 

自然を学んでもらうと共に、おもてなしの心を自発 

的に育んでもらい、沖縄観光の持続的な発展に寄与 

することを目的としている。 

■背景 

    平成 15年度から平成 17年度にかけて実施した 

沖縄県観光産業人材育成事業において「観光産業従 

事のステイタス向上には、学校教育の段階から沖縄の歴史・文化、自然等を活かした観光産業 

に対する理解を深める必要がある」との方向性が示され、本教材を作成した。 

    構成・内容・表現については、教育行政や小学校教諭、観光業界など産学官のメンバーで編 

  集会議を重ね、子供たちの目線で作成した。 

■配布先 

   平成 18年度より県内小学４年生全児童に無料で 

配布。平成 28年度まで 234,500冊を配布。 

  （４年生から総合学習が始まるので、そこで活用し 

   てもらう為、４年生に配布）                           

■内容 

  ・沖縄県の観光産業の様子 

  ・観光資源 

  ・私たちにできること 

国の「明日の日本を支える観光ビジョン」施策集に 

先進事例として「めんそ～れ～沖縄 観光学習教材」 

が紹介されている。また同学習教材は「第２回ジャパン・ツーリズム・アワード」を受賞。 

■「観光教育」の実績（平成 27年度） 

・出前授業（小学校：12校、中学校・高校・専門学校：15校） 

   ＯＣＶＢ（沖縄コンベンションビューロー）の講師が、県内各地の小・中・高校等に出向き、 

無料で出前講座を実施している。（「地域学習」「接遇マナー」） 

  ・ジョブシャドウイングインターンシップ：30校 

 ・観光関連企業での語学、人材育成研修（支援事業） 

  ・夏休み子供自由研究 沖縄コンベンションセンター 

 

観光の人材不足は大きな課題だ。待遇の問題、休みがとりづらい、きつい等のイメージがある。 

待遇の問題は、業界の方にがんばっていただくとして、やはり観光業に夢を持ってもらうため、 

若いうちから学習して職業観を持ってもらうのも１つの改善策だ。 

 

ＯＣＶＢの事業概要と役割について 
・OCVBは、民間から１４名の出向者がいる（内訳は県４名、ＪＴＢ２名、全日空、日本旅行、 
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沖縄ツーリスト、ＮＴＴ、西鉄、近畿日本ツー 

リスト、沖縄銀行、日本航空）。 

・ＯＣＶＢは今まで観光中心だったが、２０２０年 

９月に大型ＭＩＣＥ施設（４万㎡、日本で４～５ 

番目の大型施設）が完成予定だ。これからは観光 

振興とコンベンションをやっていく予定。 

 ・2016年の当期純利益（税引前）は 1億５,000 

  万円。（前年度は 3,000万円弱）。県からの受託 

  事業は４１億円。２９の事業があり、２５の事業 

  は県からの受託事業、２事業は収益事業、残り２ 

  事業は指定管理者の事業となっている。 

 ・沖縄は台湾まで５０分、上海まで１時間半、ソウ 

  ル・香港・北京が２時間とアジアにとても近い。 

沖縄には人口２０億人の巨大マーケットがあ 

  るということで、内閣府に「東アジアの玄関口は沖縄です。ぜひ国の象徴に」とアピールして 

  いる。 

 ・飛行機の長崎・那覇便は、２０１６年度約３万人（前年度比２６００人増）、提供座席は２０ 

  １６年度約６万席（前年度比１３千席増）で利用率は５０％に留まっている。稼働率を上げる 

  必要がある。 

 ・OCVBは県と一緒にやっているが、沖縄には３４ 

  団体の観光協会があり、こことも連携しながら進 

めている。八重山と北谷で２つのＤＭＯができた 

が、今後も２～３つ増える予定。 

 ・一括交付金（４１億円）があと５年でなくなる。 

  この対策として、OCVB みずから補助事業の申請 

に取り組んでいる。ナイトエンターテイメントを 

県と一緒に取り組む予定であり、ツーリズムエキ 

スポにも手を挙げた。沖縄には内閣府総合事務所 

があり、そこにOCVBとして様々な提言を出している。収益事業が１８％であり、これをいか 

に増せるか取り組んでいる。 

 ・長崎と沖縄の観光連携を考えると、共通でいえるのはインバウンドだ。アジア・欧米から長崎、 

沖縄に来ていただいたらどうか。テーマはエキゾチックだと思う。長崎は異国情緒があり沖縄 

  は琉球王国があり、何か似ている。キーワードはトランジットだ。 

   閑散期が沖縄は１１月から４月、長崎は４月から６月と２月、この辺は何か連携ができるの 

ではないか。 

 ・OCVBの訪日プロモーションは年２０億の予算でやっているが、中国、韓国、香港、台湾が 

主要なエリアで、今後はタイ、シンガポール等もやっていく予定。各々の国・エリアに目標値 

をたてている。 

  クルーズは昨年３８７回で福岡を抜き、今年は５４８回寄港する予定。  

 ・沖縄で買いたいものの１位はお菓子、次は服装品（かりゆしウェア）、あとは不動産。東京よ 

りも投資は盛んかもしれない。マンションなどはすぐに売れてしう。１０年前に買ったマンシ 

ョンが当時より高い値段で売れるのが沖縄だ。  

 ・OCVBの役割は、２０２０年にかけて国内・海外に観光振興を行うことだ。成長著しいアジ 

アの窓口として旅行者に来ていただいて日本各地を結びたい、受入環境整備に力をいれたい、 

２０２０年に第２滑走路ができるので国内外に発信して誘客をしたい、観光立県沖縄は観光立 

国日本の実現のために貢献したい。これまでは観光リゾート地沖縄だったが、２０２０年以降 

は国際リゾート地沖縄として国際水準を目指す。 
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機関誌「ＯＣＶＢ Ｎｅｗｓ」の掲載内容 

・２０３０年度までの観光客数予測 

・観光天気予報（快晴、晴れ、曇り、雨の 

表記で対前年比較を予測） 

・月毎の観光客数予報 

・エリア別観光客数予報 

・事業概況 

・インフォメーション 

・地域観光だより 

 ※「ＯＣＶＢ Ｎｅｗｓ」に掲載の各種資料 

（一部抜粋）は後述「６．参考資料」を参照。 

 

質疑応答 

司会：長崎と沖縄のコラボは個人的に考えていることがある。沖縄の方には怒られるかもしれな 

いが、知人は「熱帯魚しかいない、青魚を食べたい」という。是非、長崎の魚を沖縄の観光客に 

食べてもらいたいと思う。このコラボの話しは、事務局とも相談しながら進めていきたいと思う。 

Ｑ：観光学習教材についてお聞きしたい。平成１８年から続けられているが、どれくらいの効果が 

あったのか？この教材をつくるにあたり大学教授も参加しているが、その関わり方を知りたい。 

Ａ：後追い調査をやっていないので詳しいことはわからない。待遇等の課題があり、若者が観光業 

に従事するのは高くない。学習本を全小学生に配布しているが、全小学校で使われている訳では 

ない。教育現場では授業数の確保ができないとか、教員が教えられないとかあり、途中から出前 

講座を始めた。小学校の先生の熱心さにも左右され、校長先生に理解があり熱心だとやりやすい。 

  大学の先生の関わり方だが、観光教育研究会で当初から関わっている方に玉川大学の寺本先生 

がいる。地理教育や観光教育をやっている方だ。活動を始めたころは、大学に観光学科は少なか 

ったが、今ではどの大学にもある。組み直して、今の観光学科の先生にも入っていただくような 

話しもある。 

Ｑ：DMOの考え方について教えていただきたい。DMOの中で一番重要なのが機能強化だと思って 

いるが、OCVBさんはマーケティング、マネジメント、県に対する政策提言等しっかりされてい 

て、まさに DMO そのものだと思っている。その中でさらに DMO を目指すうえで、今度どのよ 

うな機能を強化されていくのか。   

Ａ：機能的にはOCVBは DMO だと言われていたのだが、今まで申請していなかった。登録になれ 

ば、自然と国から情報が入る。また、DMO には優先して案件に取り組んでもらえる。OCVBも 

DMO 登録を行う。 

 

 

 

３．沖縄県におけるレンタカー業界の現状と課題 
  一般社団法人 沖縄県レンタカー協会  

会長 白石 武博 氏 

 

沖縄県のレンタカー利用実績（平成 28年度） 

レンタカー利用者：５２５万人（観光客数の６０％） 

貸渡し台数：１７５万台 

（うち外国人貸渡し台数：２０万台） 

（外国人は台湾人、韓国人、香港人で 95％を占める。 

中国人はジュネーブ条約が締結されていないので 
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利用できない） 

１日平均：４，８００台 

外国人の事故（平成 28年度） 

外国人の事故件数：5,416件→日本人の約４倍 

原因等：運転席の左右の違い、車幅の違いによる運転感覚の違い、標識の違いなど 

対応：「外国人が運転している」の表記ステッカーを貼付 

 

レンタカー利用増に伴う、送迎バス乗り場の現状と課題 

■現状 

那覇空港では、ピーク時間１時間で 1,500 台の予約があり、4,500 人が利用することになる

が、レンタカー送迎バスのスペースが９台分しかないため、輸送最大人数が 3,300名しか運べず、

待たせることが課題となっている。4,500人全員を運ぶには、２４台分のスペースが必要。 

 

■予測（２０２０年） 

  那覇空港第２滑走路が供用開始によりレンタカー利用者さらに増えて５４０万人となり、１時

間あたり 2,100 台の予約、6,300 人が利用することになる。レンタカー送迎バスのスペースが

３３台分必要となり、このスペースの拡張が不可欠。 

 

外国人観光客の白タク行為の現状 

中国人は自身でレンタカーは利用できないため、中国語を話せる沖縄県民や日本人、台湾人な

どが、自家用車やレンタカーで中国人を観光地に案内しているなど白タク行為が行われている。 

 

旅行者と運転手のマッチングサイト 

レンタカー旅行者とドライバーをwebサイト上でマッチングするサービスで、webサイト上

から、旅行者が登録している地元のドライバーを自由に選んで運転を依頼できる。 

レンタカーと運転者をそれぞれ手配すれば、タクシー等に比べ安価で日本で運転可能な国際免

許を持っていなくても、運転者を手配すればレンタカーでの旅行が可能。 

質疑応答 

Q：もし外国人の方が事故を起こされた場合、事故処理は日本人と比べて手続きにはどのような違 

いがあるのか？  

A：アジアの方は自己主張が強いので車載カメラで現場を記録しておくことが大事、また通訳も必 

要。一番の問題は当事者が帰国してしまうことだ。人身事故に見せないで、物損で警察が処理し 

た後、人身になってしまったというケースが問題となる。保険適用のためには、まず本人に確認 

することが必要だが、それができず、沖縄の方が保険処理を受けられず、泣き寝入りした実例が 

ある。このあたりの法整備が必要だ。今、日本で２４００万人の来日外国人がいる中で１割にあ 

たる２５０万人が沖縄に来ているが、今後７００万人を迎えようとしている中、こんな状態では 

とても安全・快適な日本とは言えない、対策が必要だ。 

 

司会：私が就職した頃の沖縄は、観光タクシーとバスでホテルまでお客さまをお送りすることが多 

かったが、あっと言う間にレンタカーが主流になった。長崎は路面電車が充実しているので、市 

内にレンタカーは必要ないと思うが、九州全体の広域観光を考えたときにレンタカー需要は増え 

てくると思う。近い将来起こり得る課題をお話しいただいた。 
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４．沖縄県物産公社の概要と取り組みについて 
   ㈱沖縄県物産公社  

代表取締役社長  島袋 芳敬 氏 

取締役      与那嶺 勉 氏 

イベント推進課長 大宿 永尚 氏 

企画物流課長   比嘉 徹  氏 

 

㈱沖縄県物産公社について 

 企業理念：「県内生産者・メーカー自立及び県経済の 

自立・活性化に貢献する」 

 設立：平成 5年２月１０日 

 目的：沖縄県産品の安定的供給体制の確立と販路拡大 

を目的に沖縄県、経済・関係団体、自治体、主要 

民間企業が参加してオール沖縄で構成される第３セクターの事業体である。 

 資本金：4億 4,500万円（株主数 56名） 

     内訳：県（24.7％）、市町村 10市（7.2％）、経済・関係団体 8団体（5.8％）、 

金融機関５行（22.5％）、県内メーカー（39.8％） 

  役割：情報収集・分析、商品開発、原料供給、販路開拓 

 販路開拓：物産展販売、卸売、小売（わしたショップの運営）、通信販売 

 業績：売上 60億円程度で推移。 

 事業所：営業所３、直営店（わしたショップ）７、特約店（フランチャイズ契約）６ 

 部門別取扱高：国内卸部門（34％）、店舗部門（34％）、物産展部門（22％） 

 

海外部門国別・分類別販売実績 

 海外別では、もっと多いのが香港で 43.9％。台湾、 

シンガポールと続く。分類別では、酒類（36％）と 

くにビールが売れている。 

 

わしたショップについて（平成 28年度実績） 

購入客数：134万人 

  来店客数：442万人                                  

  売上構成：菓子 26％、加工食品 20％ 

 ■わしたショップ国際通り店について 

  客数：１１万人のうち、30代女性が 18.7％を 

占める。 

  顧客動向：女性が 65.３％を占める。 

 

店舗の販路開拓について 

 今後直営店（わしたショップ）では、アンテナショ 

ップ機能の強化、運営体制の強化を図る。 

 また、直営店でカバーできない主要都市については、 

わしたショップの特約店として展開する。 

 

商品開発及び地元企業との連携について 

・わしたショップでの販売データ及び顧客のニーズ 

を製造メーカーにフィードバックすることで既存 

商品の改良・新商品の開発に結び付けている。 
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・製造メーカー単独で商品開発ができない場合は、当社オリジナル商品（ＰＢ）として積極的に 

開発を行っている。 

・食に対する安心・安全・健康志向が一段と高まる中、担当者が「ＨＡＣＣＰ専門講師」の資格 

を取得するなど業務スキルの向上を図り、地元製造メーカーへの指導を通して沖縄県産品の品 

質向上に努めている。 

・各地域の商品発掘事業に参画するなど県産品の拡大販売に活用できる情報収集・発掘・育成に 

努めている。 

 

沖縄県との連携等について 

・沖縄県と連携し全国の百貨店 45店舗・量販店 10エリア 519店舗で「沖縄物産店」を開催し 

ており、伝統芸能をはじめ歴史・文化の情報を発信し、物販のみならず沖縄観光への誘客等を 

図り、県経済の発展に繋げることを目的としている。 

・沖縄県海外事務所等との連携による海外市場での販売促進事業も展開している。 

・沖縄県が推奨する「優良県産品」の推奨制度を委託事業として、沖縄の産業まつりや県外わし 

たショップで優良県産品及び推奨制度のＰＲを行い、沖縄県産品の販売促進に努めている。 

 

質疑応答 

Ｑ：わした会員のメリットは？ 

A：年に４回、ＤＭを送っており、そのＤＭにポイント 

を付加している。その他、沖縄の情報を発信している。 

 

Ｑ：補助金を利用しているのか？ 

A：銀座のわした店舗をつくるときに総額 2.7億円かかった。そのうち 8,500万円を補助金に充て 

たが、補助金はこの１回のみである。別に県から物産展の事業受託費としてもらっている。銀座 

店の家賃は年間１億円以上かかるが、利益の中から払っている。 

 

Ｑ：物産の海外展開について、事業所が当公社を経由して展開するやり方や、単独で展開するやり 

方があると思うが、およそどれくらいの比率なのか？ 

A：オリオンビールを例にあげると、Ａエリアは公社を通じて展開する、Ｂエリアは単独で展開す 

るなどといったように、エリア別ですみわけをしている。オリオンビールについては、当公社で 

は、香港、シンガポールを独占的に展開している。 

 

Ｑ：当公社の人員構成、株主からの出向者は？ 

A：以前はあったが、現在は県からの出向者はない。従業員数は臨時を含め１４０名程度で、ほと 

んどが店舗従業員。 

 

Ｑ：わしたショップの商品は全て買い取るのか？ 

A：9割９分は仕入れ（買取り）である。全国のアンテナショップの売上で、わしたショップは北 

海道のアンテナショップに次いで２位である。年々賃料が上がっていく傾向にあり、固定費をど 

うするかが課題である。 

 

Ｑ：「沖縄大交易会」などの商談会では、国内外でバイヤーは何社ぐらいくるのか？ 

A：「沖縄大交易会」は県が主催しており、産業振興公社が事業を受託している。東南アジアを中心 

とした商談会であり、２００社ほど参加している。 

 

Ｑ：わしたショップ銀座店の売れ筋商品は？ 

A：菓子類が売れている。一番売れているのは「タルト類」や「ちんすこう」など。 
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Ｑ：わしたショップから材料を仕入れている沖縄料理店はあるのか？ 

A：基本は直接沖縄から仕入れているが、わしたショップ銀座店では、周辺の沖縄料理店との取引 

がある。「生もの」や「そば」などを購入していただいている。 

 

Ｑ：取扱商品の選択は、バイヤー任せなのか、入札しているのか？ 

A：当公社にバイイングする部署があり、常時メーカー側と商談をしているが、本当に売れるもの 

か、売れないものかを我々が審査している。 

  

Ｑ：商品開発について教えて欲しい？ 

A：バイヤーからこういった商品がないかと依頼があったとき、メーカー側にフィードバックして、 

一緒に作らないかと共同で開発している。 

 

Ｑ：ネット販売で国外にも展開していると思うが、苦労している点や戦略について教えて欲しい？ 

A：通信販売をおこなっているが国内のみである。8,000万円程度で規模は小さい。メーカーは直 

接、通信販売で値下げして販売できるが、我々は定価で販売せざるを得ないので、通信販売は強 

化しきれない。 

 

Ｑ：工業製品は需要があるのか？ 

A：工業連合会が取り組んでおり、工業製品の販売は、我々は行なっていないが、優良県産品推奨 

制度の審査については関わっている。 

 

Ｑ：オリオンビールの香港、シンガポールへの展開について、直接、現地の卸売、小売業者と取引 

しているのか？ 

A：現地の問屋と取引をしている。県の販路拡大の事業を利用し、メーカーと一緒に展開している。 

                                     

 

 

 

 

 

５．ホテルおよび那覇空港観光案内所の視察 

 

沖縄かりゆしアーバンリゾート・ナハ  

１９９５年オープン、２００８年改装 収容能力：２６９室、６１７名                             

 

・宿泊外国人比率：1０％程度 

・平均滞在宿泊数：日本人、外国人ともに２泊 

・平均稼働率： 平日８５％、休前日９０％、 

・国別の宿泊の多い国ベスト３：韓国、香港、中国 

・宿泊客の朝食の喫食率：９５％ 

・宿泊のリアルエージェントの比率：８０％ 

・宴会場の利用：週末には披露宴が多い。 

・行政との連動したキャンペーン：ＯＣＶＢと連携した 

キャンペーンに参画している。親子３世代旅行などの 

取り組みなど 

・宿泊客の夕食の喫食率：１６％、（国際通りで飲食する客が多い） 

・ルームサービスの利用：少ない。                                         
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ハイアットリージェンシー那覇沖縄 

２０１５年オープン 収容能力：２９４室 

 

・宿泊外国人比率：５０％ 

・平均滞在宿泊数は、日本人と外国人ともに１．８泊  

・平日と休前日との稼働率の差：10％程度、休前日が高い 

・国別の宿泊の多い国ベスト３：中国、韓国、香港 

・宿泊客の朝食の喫食率：６５％ 

・宿泊のリアルエージェントの比率：１０％ 

・宴会場の利用：宴会はインセンティブ客が多い。 

・行政との連動したキャンペーン：ＯＣＶＢと連携して沖 

縄観光を誘致している。 

・宿泊客の夕食の喫食率：５％程度（国際通りで飲食する客が多い） 

・ルームサービスの利用：ほとんどない（多くて２件程度） 

・宿泊料金：平均２４，０００円 スイート（平均）６０，０００円 

 

 

那覇空港観光案内所 

１９９４年開所 

㈱ＪＴＢ沖縄が沖縄県から運営を委託されている。 

 

・開所時間：９：００～２１：００ 

・対応言語：英語、中国語、韓国語、フランス語 

・年間委託費：50,877千円 

・基本業務：観光案内 

      ホテルへのアクセス 

      空港館内の問合せ、電話対応 

      各地への路線バスでのアクセス案内 

      イベント等の案内 
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６．参考資料 

 

 ①沖縄県、長崎県、長崎市等の観光予算について～観光経済新聞社アンケートより～ 
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 ②那覇市内のホテル一覧 
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③「ＯＣＶＢ Ｎｅｗｓ」の各種資料（一部抜粋） 
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